
                         

 

平成２７年度当初予算の概要 

 

 

Ⅰ 平成２７年度予算編成の基本的方針 

 

平成２７年度は香美町総合計画後期基本計画の最終年度を迎えることから、これ

までの取り組みを評価するとともに、計画等の基本的考え方を踏まえ、住民と行政

の協働により、基本理念に基づいたまちづくりを着実に推進させ、更には課題を次

期計画へと継承することを念頭に、予算編成に取り組んだところである。 

また、財政運営の観点からは、平成２５年度以降、学校耐震化をはじめとする防

災機能強化のために進めてきた大型事業が最終年度を迎えるが、このことで悪化が

想定される財政状況の改善のため起債の繰上償還を計画的に実施し、更にはこれを

継続するための基金の造成にも取り組み、普通交付税の一本算定に向けた財政基盤

の充実・強化を確固としたものにする。 

なお、予算編成における基本的な考え方は「香美町総合計画」、「香美町過疎地

域自立促進計画」、「財政運営に関する基本方針（平成 26年度～平成 27年度）」

を踏まえたものとし、最小の経費で最大の効果を狙いつつ、喫緊の課題に対応して

いくため、次の７項目を中心に可能な限りの政策展開を図るものである。 

 

① 産業・観光の振興 ～観光産業を基軸とした産業連携 

② 町内の活性化 ～地域内循環型経済への取り組み 

③ 新分野への取り組み ～次世代エネルギー対策 

④ 医療・福祉の充実 ～医師確保と子ども・子育て支援サービスの充実 

⑤ 防災の強化 ～防災行政無線整備・学校耐震化の推進 

⑥ 交通の確保 ～地域公共交通の確保 

⑦ 教育の充実 ～小規模校の教育的課題への取り組み 

 



Ⅱ 平成２７年度当初予算の状況 

 

１ 全会計予算について 

 

（１）一般会計の予算額は、１４４億１，０００万円で、前年度の１３８億７，

６００万円に比べると、５億３，４００万円、率にして３．８％の増となる。 

   増額となる主な要因は、地域振興基金への積み立て、北但ごみ処理施設整

備事業の本格化（北但行政事務組合負担金の増加）、香住第一中学校整備事

業、小学校施設整備事業など学校耐震化の継続実施などによるものである。 

 

（２）７特別会計の予算総額は、５８億２，８９８万２千円で、前年度の５３億

８，６２５万７千円に比べると、４億４，２７２万５千円、率にして８．２

％の増となる。 

増額となる主な要因は、保険財政共同安定化事業の制度改正などにより予

算規模が増加する国民健康保険事業特別会計などによるものである。 

 

（３）３企業会計の予算総額は、５５億５，７４２万４千円で、前年度の５６億

６，８４９万８千円に比べると、△１億１，１０７万４千円、率にして△２

．０％の減となる。 

減額となる主な要因は、減価償却費が減少する水道事業企業会計、下水道

事業企業会計などによるものである。 

 

（４）その結果、全会計の予算総額は２５７億９，６４０万６千円となり、前年

度の２４９億３，０７５万５千円に比べると、８億６，５６５万１千円、率

にして３．５％の増となる。 

 (単位 千円、％) 

会 計 平成２７年度 平成２６年度 比較増減(千円) 比較増減(％) 

一般 会計 (1) 14,410,000 13,876,000 534,000       3.8 

特別 会計 (7) 5,828,982 5,386,257 442,725  8.2   

企業 会計 (3) 5,557,424 5,668,498 △111,074      △2.0 

計 25,796,406 24,930,755 865,651       3.5  

 

 

２ 一般会計について 

 

（１）予算総額 

 

一般会計の予算額は１４４億１，０００万円で、前年度の１３８億７，６

００万円に比べると、５億３，４００万円、率にして３．８％の増となる。 

   増額となる主な要因は、地域振興基金への積み立て、北但ごみ処理施設整

備事業の本格化（北但行政事務組合負担金の増加）、香住第一中学校整備事

業、小学校施設整備事業など学校耐震化の継続実施などによるものである。 



  

（２）歳入 

 

ア 一般財源である町税、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式

等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車

取得税交付金、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金の

合計額は、８７億１，６２７万５千円で、前年度の８６億３２６万８千円

に比べると、１億１，３００万７千円、率にして１．３％の増を見込んで

いる。 

 

イ そのうち町税は、１７億２，８２４万５千円で、前年度の１７億７，１

２２万８千円に比べると、△４，２９８万３千円、率にして△２．４％の

減を見込んでいる。 

減収の主な要因は、固定資産税で△約３，８００万円、△約４．０％の

減である。 

 

ウ 普通地方交付税は、５８億９，２００万円で、前年度の５９億３，４０

０万円に比べると、△４，２００万円、率にして△０．７％の減を見込ん

でおり、２６年度決算見込額５９億７，８３６万７千円に比べると、△８，

６３６万７千円、率にして△１．４％の減となる。 

また、普通地方交付税の振替分として発行する臨時財政対策債は、３億

９，０００万円で、２６年度決算見込額の４億８，３１５万６千円に比べ

ると、△９，３１５万６千円、率にして△１９．３％の減を見込んでおり、

普通地方交付税と臨時財政対策債の合計額は６２億８，２００万円となり、

２６年度決算見込額の６４億６，１５２万３千円に比べると、△１億７，

９５２万３千円、率にして△２．８％の減となる見込みである。 

 

エ 特別地方交付税は、５億９，０００万円で、前年度の５億３，１００万

円に比べると、５，９００万円、率にして１１．１％の増を見込んでいる。 

 

オ 国県支出金は、１６億８，６２５万７千円で、前年度の１５億３，７３

１万３千円に比べると、１億４，８９４万４千円、率にして９．７％の増

を見込んでいる。 

増額の主な要因は、学校施設環境改善交付金が前年度に比べて、約８，

１００万円の増、多面的機能支払交付金で約２，０００万円の皆増などに

よるものである。 

 

カ 繰入金は、３億５，８９４万１千円で、前年度の５億９，２６４万５千

円に比べると、△２億３，３７０万４千円、率にして△３９．４％の減を

見込んでいる。 



減額の主な要因は、起債の繰上償還の財源とするため財政調整基金から

の繰入れを約３億円とし、前年度の約５億円に対して△約２億円の減とな

ったことによるものである。 

 

キ 地方債は、２８億８，１１０万円で、前年度の２３億６，１９０万円に

比べると、５億１，９２０万円、率にして２２．０％の増を見込んでいる。 

増額の主な要因は、地域振興基金造成事業債で４億７，５００万円の皆

増、前年度に比べて、北但ごみ処理施設整備事業債で１億３，５００万円

の増、公園整備事業債で約８，２００万円の増となったことなどによるも

のである。 

なお、２７年度は、小学校体育館の耐震化事業などの継続事業を含む建

設事業の財源として１８億７，７００万円、過疎対策事業債を活用したソ

フト事業の財源として１億３，９１０万円、地域振興基金造成事業の財源

として４億７，５００万円、普通交付税の振替分として臨時財政対策債３

億９，０００万円の発行を予定している。 

 

   ク その他として、寄附金は、一般寄附金が△約２，７００万円の減などに

より３，１５８万２千円で、前年度の４，９４８万４千円に比べると、△

１，７９０万２千円、率にして△３６．２％の減となっている。 

諸収入は、墓地移転補償金が約２，６００万円の皆増などにより４億４，

２０５万２千円で、前年度の４億２，８３４万６千円に比べると、１，３

７０万６千円、率にして３．２％の増を見込んでいる。 

 

（３）歳出 

 

ア 人件費は、１９億９，２９３万１千円（職員（特別職４，４８１万３千

円、一般職等１７億１，７９６万３千円）、議員８，４９３万６千円、委

員報酬等１億４，５２１万９千円）であり、前年度の２０億３１７万８千

円に比べると、△１，０２４万７千円、率にして△０．５％の減を見込ん

でいる。 

  減額の主な要因は、一般職給料、手当、共済費等で△約１，１００万円

の減、職員退職手当組合納付金で△約１，１００万円の減となったことな

どである。 

 

イ 物件費は、２２億９，３３４万４千円で、前年度の１８億７４６万５千

円に比べると、４億８，５８７万９千円、率にして２６．９％の増を見込

んでいる。 

増額の主な要因は、私立保育所への給付費等を補助金（扶助費）から委

託料（物件費）としたことによる約２億７，０００万円の増、電算システ

ム業務開発修正委託料で約１億円の増、固定資産台帳整備及び計画策定支

援業務委託料で１，７００万円の皆増などである。 

 



   ウ 扶助費は、７億９，７３３万２千円で、前年度の１０億６，１１３万１

千円に比べると、△２億６，３７９万９千円、率にして△２４．９％の減

を見込んでいる。 

減額の主な要因は、私立保育所への給付費等を補助金（扶助費）から委

託料（物件費）としたことによる△約２億７，５００万円の減などである。 

 

エ 補助費等は、２４億９，７３５万３千円で、前年度の２５億７，１９３

万５千円に比べると、△７，４５８万２千円、率にして△２．９％の減を

見込んでいる。 

減額の主な要因は、臨時福祉給付金で△３，２００万円の減、子育て世

帯臨時特例給付金で△約１，２００万円の減、下水道事業企業会計繰出金

で△約２，２００万円の減などである。 

 

オ  普通建設事業費は、２５億３，８２６万８千円で、前年度の２３億８，

１４８万円に比べると、１億５，６７８万８千円、率にして６．６％の増

を見込んでいる。 

  なお、２７年度は北但ごみ処理施設整備事業、余部鉄橋保存活用事業、

町道新設改良事業、消防施設整備事業、小学校施設整備事業、香住第一中

学校整備事業、公民館施設整備事業などの実施を予定している。 

     

カ 公債費は、２１億２，３０５万８千円で、前年度の２４億８，２５４万

８千円に比べると、△３億５，９４９万円、率にして△１４．５％の減を

見込んでいる。 

  減額の主な要因は、前年度に比べて△約２億円の減となった繰上償還分

である。なお、通常の元利償還分は△約１億６，２００万円の減となって

いる。 

 

キ 積立金は、７億４，０３８万３千円で、前年度の１億６，３８５万４千

円に比べると、５億７，６５２万９千円、率にして３５１．９％の増を見

込んでいる。 

  増額の主な要因は、地域振興基金に５億円を積み立てることによるもの

などである。 

 

ク 繰出金は、９億４，０８６万２千円で、前年度の８億９，４４６万３千

円に比べると、４，６３９万９千円、率にして５．２％の増を見込んでい

る。 

増額の主な要因は、介護保険事業特別会計に対する繰出金で約２，５０

０万円の増、国民宿舎事業特別会計に対する繰出金で約２，３００万円の

皆増などである。 

 

 

 



（４）基金残高の状況 
 

    基金のうち、財政調整基金の残高は、２６年度末では２５億３，７４０万

９千円の見込みである。また、２７年度予算では、起債の繰上償還の財源と

して約３億円を取崩すことにより、２７年度末では２２億８，３３５万６千

円（２６年度決算剰余金積立見込額５，０００万円を含む）と見込んでいる。 

    減債基金の残高は、２６年度末では、１億４，１９４万９千円の見込みで

ある。また、２７年度予算では、借入超過となる起債の財政負担に対する対

応として約２億円を積み立てることにより、２７年度末残高を３億４，２４

５万９千円と見込んでいる。 

                               (単位 千円) 

基 金 26 年度末現在高 26 年度決算積立額 27 年度積立額 27 年度取崩額 27 年度末見込額 

財政調整基金 2,537,409  50,000    1,889 305,942    2,283,356 

減 債 基 金   141,949        0   200,863 353           342,459 

計 2,679,358 50,000 202,752 306,295 2,625,815 

 

（５）地方債残高の状況 
 

ア 一般会計における２６年度末現在高は１８８億７，７０３万８千円で、

２７年度の発行額を２８億８，１１０万円とし、元金償還額は１９億９０

１万９千円であるので、２７年度末現在高は２６年度末現在高に比べると、

９億７，２０８万１千円増の１９８億４，９１１万９千円になると見込ん

でいる。 
 

イ 全会計における２６年度末現在高は３８４億９，０１６万２千円で、２

７年度の発行額を３５億７，４９０万円とし、元金償還額は３２億７，６

６５万７千円であるので、２７年度末現在高は、２６年度末現在高に比べ

ると２億９，８２４万３千円増の３８７億８，８４０万５千円になると見

込んでいる。 

なお、住民一人当たりの地方債残高（全会計）は、２７年度末では、約

１９９万５千円（一般会計では、約１０２万１千円）となる。（平成 27

年２月１日現在の人口 19,440人を基に算出） 

                                (単位 千円) 

会 計 26 年度末現在高 27 年度発行額 27 年度償還額 27 年度末見込額 

一 般 会 計 18,877,038 2,881,100 1,909,019 19,849,119 

特 別 会 計 47,502 4,800 7,587 44,715 

企 業 会 計 19,565,622 689,000 1,360,051 18,894,571 

計 38,490,162 3,574,900 3,276,657 38,788,405 

 


